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大学共同利用機関法人自然科学研究機構 
経営協議会（第７８回） 

議 事 要 旨 
 
１．日  時  令和６年１月２５日（木）１１：００～１４：３０ 
 
２．場  所  自然科学研究機構事務局会議室・オンライン会議 

 
３．出 席 者  川合議長、石原委員、長我部委員、高橋委員、髙柳（雄）委員、 
        田島委員、中釜委員、中西委員、西村委員、長谷川委員、 
        結城委員、渡邉委員、井本委員、古屋委員、常田委員、 
        吉田委員、阿形委員、鍋倉委員、渡辺委員 

（陪席者） 
小川監事、二宮監事 
（事務担当者） 
事務局 勝又総務課長、後藤人事労務課長、佐々木財務課長、 
藤井研究協力課長、宮内施設・資産マネジメント室長、 
国立天文台 藤田事務部長、核融合科学研究所 飯野管理部長、 
岡崎統合事務センター 大宮事務センター長 他 

 
４．配付資料 
     経営協議会委員名簿 

 １   経営協議会（第７７回）議事要旨（案） 

 ２   令和６年度運営費交付金等予算（案）の概要 
 ３－１ 令和４年度自己点検・自己評価、外部評価について（国立天文台） 
 ３－２ 令和４年度自己点検・自己評価、外部評価について（核融合科学研究所） 
 ３－３ 令和４年度自己点検・自己評価、外部評価について（基礎生物学研究所） 
 ３－４ 令和４年度自己点検・自己評価、外部評価について（生理学研究所） 
 ３－５ 令和４年度自己点検・自己評価、外部評価について（分子科学研究所） 
 ３－６ 令和４年度自己点検・自己評価、外部評価について（アストロバイオロ 
     ジーセンター） 
 ３－７ 令和４年度自己点検・自己評価、外部評価について（生命創成探究セン 
     ター） 
 ４   研究発表資料 
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５．議 事 等 
  議事に先立ち、事務局から定足数に達している旨の報告があった。 
 
 １）議事要旨の確認について 
   前回経営協議会（第７７回）の議事要旨（案）（資料１）を承認した。 
 
 《報告事項》 
 
 ２）令和６年度運営費交付金等予算（案）の概要について 
   渡邉委員から、資料２に基づき、令和６年度運営費交付金等予算（案）の概

要について説明があった。 
 
  （主な意見等は以下のとおり） 
  （○は各委員等からの質問・意見、➡は各委員等からの質問に対する回答） 
  ○ 乗鞍観測所の撤去に当たり、解体工事の経過を映像記録に残す予定はある

か。 
  ➡ 小規模な式典を実施することを予定しているが、映像記録を残すことにつ

いては、今後台内で検討していきたい。 
  ○ 成果を中心とする実施状況に基づく配分について、ダイバーシティ環境醸

成の状況などの順位が低い評価指標については、予算が減額されるのではな

く、むしろ予算が投入され改善が図られるべきではないか。 
  ➡ 評価指標には伸び幅や伸び率の項目もあるため、一定期間が経過すれば、

順位はある程度収束すると考えられる。毎年、結果に一喜一憂することなく、

粛々と数値を向上させることに努めていきたい。 
  ➡ 海外の機関とのクロスアポイントメントを推進している。欧州分子生物学

機構（ＥＭＢＯ）とのクロスアポイントメントでは、昨今の為替の影響によ

る人件費の負担を回避するため、現地の機関でフェローシップを取得した研

究者をターゲットにしている。 
  ○ 成果を中心とする実績状況に基づく配分について、対象となる配分基礎額

はどれほどか。 
  ➡ 運営費交付金総額の約１割が配分基礎額となっている。国立大学法人等全

体では約１千億円、機構では約２５億円ほどである。 
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  ○ 予算規模が小さく配分基礎額の小さな大学が、配分基礎額の大きな大学の

影響を過度に受けることがないよう、当局において一定の配慮がなされてい

ると考えられるため、成果を中心とする実績状況に基づく配分については、

必要以上に結果に一喜一憂することはない。 
  ○ ＴＭＴの現状及び今後の見通しについてお聞きしたい。 
  ➡ 昨年、学術研究の大型プロジェクトに関する作業部会において、年次計画

に係る期末評価が行われた。計画の遅れは他律的な要因によるものと理解さ

れた上で、望遠鏡の完成には至っていないものの、これまでのプロジェクト

の活動が高く評価され、また、今後に向けても肯定的な言及がされている。

現地住民の反対運動に関する問題は、歴史的な背景もありＴＭＴの建設だけ

の問題ではなく、他の国際プロジェクトにも共有されるべきとされている。

今後は、計画の実現に向けて、重要な位置を占める米国国立科学財団（ＮＳ

Ｆ）の動向を注視しながら、連携国と調整しつつ進めていきたいと考えてい

る。 
  ➡ 現地では日本人スタッフが地元住民の要望に対して献身的に教育支援な

どを行っており、地道な努力による関係構築に取り組んでいる。 
 
 ３）令和４年度自己点検・自己評価、外部評価について 
   常田委員、吉田委員、阿形委員、鍋倉委員、渡辺委員、田村アストロバイオ

ロジーセンター長及び根本生命創成探究センター長から、資料３－１から資料

３－７に基づき、各機関等の令和４年度自己点検・自己評価、外部評価につい

て報告があった。 
 
  （主な意見等は以下のとおり） 
  （○は各委員等からの質問・意見、➡は各委員等からの質問に対する回答） 
  ○ 大規模な国際共同研究の推進や、その中で国際頭脳循環を図ることが現在

の我が国の科学技術における最も大きな課題と考えている。国際的なネット

ワークの中で日本が認知度を上げていくために機構がどのように貢献して

いくのかについて二つ伺いたい。一つ目は、日本全国の研究者や学生が国際

的に活動していくために機構としてどのような貢献ができるのか。二つ目は、

欧米諸国のみならず、ＡＳＥＡＮやグローバルサウスとの連携について今後

どのような戦略を持っているのか。 
  ➡ 国立天文台では、ほとんどのプロジェクトが国際化している。海外の研究

機関と対等な関係を築くためには、プロジェクトのマネージャーや技術者を
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強化しなければならないといった課題がある。アジアに対しては、中国、台

湾、韓国及び日本からなる東アジア天文台（ＥＡＯ）において、緩やかな連

携を構築している。 
  ➡ 基礎生物学研究所及び生理学研究所が中核機関となり、先端バイオイメー

ジング支援プラットフォーム（ＡＢｉＳ）を組織している。バイオイメージ

ングのデータフォーマットの統一を世界的に展開しており、今年はグローバ

ルバイオイメージング（ＧＢＩ）の総会を岡崎で開催予定である。 
  ○ 国際的なプロジェクトに研究者だけでなく学生がどれほど参画している

かといったデータを踏まえて議論したい。 
  ➡ 次回以降、データを揃えて議論させていただく。 
  ○ クロスアポイントメント制度の活用の効果をどう評価し、どう発展させて

いこうと考えているか。 
  ➡ 極端紫外光研究施設（ＵＶＳＯＲ）について、これまで利用されていない

分野の研究者に対して戦略的にクロスアポイントメントを活用しているほ

か、研究所内の比較的弱い研究領域を補完するという戦略で女性研究者のク

ロスアポイントメントを行っているなど、成果が上がっていると考えている。 
  ➡ ユニット体制の中で核融合研究を学際化していくという方針の下で、クロ

スアポイントメントを活用して異分野の研究者を受け入れている。 
  ➡ クロスアポイントメントの効果としては、相手先の大学から研究所に受け

入れている受託大学院生を通して受験生が増えていることから、学生に対す

る知名度が上がったことが挙げられる。 
  ○ 総合研究大学院大学において、他の大学と繋がりながら全国の学生をどの

ように育成していくのか、総合研究大学院大学の資源をどのように活かして

いくのか、或いは、総合研究大学院大学と大学共同利用機関が連携してどの

ように全国の大学を良くしていくのか、といったことを検討していくに当た

って、本議題の自己点検・自己評価、外部評価のうち、大学院教育に関する

部分については、総合研究大学院大学に共有されると有り難い。 
  ➡ 大学院教育に関する評価結果については、これまでも個別の事項で適宜共

有されているものと考えているが、纏まった形で共有されるよう、今後検討

していく。 
  ○ 生命科学について、ＵＶＳＯＲとの適合性に関する検討状況を伺いたい。 
  ➡ 分子科学研究所の様々な光学資源を使って生命科学の観測ができないか

という議論を進めている。例えば、炭素や窒素、酸素のような軽い原子を観

測できるＵＶＳＯＲの軟Ｘ線領域を用いて、生命観測の可能性を探る検討を



5 
 

行っている。 
  ○ 大学院生の確保に関する成功事例を伺いたい。また、機構における共同利

用・共同研究が地方大学をどれほど支援できているかについて伺いたい。 
  ➡ 大学院生の確保に関しては、体験実習によって大学共同利用機関の研究の

現場を知ってもらうことが効果的であると考えている。 
  ➡ 体験入学制度やＮＩＰＳインターンシップ制度などにより、海外を含めた

受験生が増えていることから、現場を体験してもらうことが重要であると考

えている。 
  ➡ 地方大学からは汎用機器の利用が増えていることから、先端機器と並行し

て汎用機器をしっかりと整備することが重要であると考えている。 
  ○ 過去に実施した評価結果に対する議論よりも、将来に向けた機構の方向性

やそれに対する課題などについて、ある程度テーマを絞った上で議論を行っ

た方が有益ではないか。 
  ➡ 今後は、テーマを絞り、それに関するエビデンスデータを整えた上で議論

いただけるよう議題の立て方を検討したい。 
 
 《その他》 
 
 ４）機構の最近の研究について 
   本機構の最近の研究成果について、核融合科学研究所の前山 伸也 准教授か

ら、資料４に基づき、「磁化プラズマ中のマルチスケール乱流相互作用」と題

して発表が行われ、意見交換を行った。 
 
 ５）その他 
   人件費のベースアップや物価高騰に対する予算の問題及びダイバーシティ

に関し、以下のとおり意見交換を行った。 
 
  （意見交換の内容は以下のとおり） 
  （○は各委員等からの質問・意見、➡は各委員等からの質問に対する回答） 
  ○ 九州大学における配偶者帯同雇用制度においては、野心ある若い研究者を

想定した高い認定基準が設けられている。また、外国人研究者の雇用に関し

ては、海外と国内との間の人件費の格差によって非常に厳しい状況である。 
  ○ エルゼビアの調査では、日本は諸外国と比べ海外へ流出する女性研究者が

多いという結果が出ている。世界で活躍できる女性研究者を獲得するために
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は、そのような女性研究者を国内へ呼び戻すことが効果的ではないか。また、

若手研究者にとっては、給与水準よりも研究環境の質の方がよりモチベーシ

ョンとなる傾向があることから、人件費の負担にとらわれず、人材確保の戦

略を工夫していくことが大切である。 
  ○ 配偶者帯同雇用制度は良い取り組みだがそれだけでは不十分であり、現在

の多様化した様々なニーズに対応した方策を検討すべきである。世界に打っ

て出られる研究者はある程度の予算獲得が見込めることから、それぞれの研

究分野で世界の最先端を目指すことが基本であり、そのための最低限の投資

は必要と考える。また、海外の優秀な若手研究者を受け入れ、国内の若手研

究者と交流することが効果的である。 
  ○ マニラのインターナショナルスクールでは非常に良質な教育が行われて

おり、優秀な人材も集まっている。オンラインにより遠隔地から職務に従事

できる環境が整っているなど、働く環境が柔軟であることが要因の一つであ

る。 
  ➡ 生理学研究所は女性研究者の比率は高いが、子供を持つ女性研究者に限れ

ば比率は高くない。育児の期間を人事評価に適切に反映させる仕組みをつく

ることが課題である。 
  ○ ダイバーシティに関しては、福島国際研究教育機構では、海外の優秀な人

材確保のために、病院やその他インフラを含めた街づくりにまで範囲を広げ

て検討している。予算に関しては、運営費交付金以外の外部資金等の獲得に

どのように努められているか伺いたい。 
  ➡ 大型の寄附金を獲得したが、効果的な資金運用はできていない。機構の使

命は全国の大学の研究者に対して共同利用機器を安定的に運転することで

あるため、これらの運転経費に不安定な財源は馴染まない。 
  ○ 予算に関しては、国の税収は増えていることから、問題は配分である。こ

れらをどうやって学術界へ配分させるかを考えるべきである。ダイバーシテ

ィに関しては、ＩＴ系の企業はほとんどがリモート環境を整備している。男

性の育児を含めた柔軟な働き方のシステムを構築することが一つの鍵では

ないか。 
  ○ 物価高騰に対する予算の問題やダイバーシティの問題は、機構だけでなく

日本全体の問題である。全体が連携して各方面へ働きかけていくべきであり、

そのために必要な役割を機構が果たしていただきたい。 
  ○ 男性の育児や家族の暮らし方などについて若い世代の考え方は変容して

きている。組織としてそれらに柔軟に対応し適応していくことが重要である。 
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  ➡ 本日の議論については、次回以降も引き続き議論していきたい。 
 

以上 


